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③人口・世帯数

   利根町は，茨城県最南端の利根川流域にあり，都心から
４０ｋｍ圏内に位置し，地形のほとんどが平坦で気候も温和
で過ごしやすい。
   また，豊かな水と肥沃な水田に恵まれ，良質な米を生産
して，農業の町として発展。昭和４０年代後半から，相次ぐ
住宅開発による東京のベッドタウン化が進み，自然環境と
調和のとれた町づくりを推進している。
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①主要施策実施状況
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②今後の主要課題・特色ある行政等

内　　　容

誰もが安心して豊かに生活できる元
気なまちづくりを実現するための計画
策定を行い，住みよいまちづくりを目
指す。

住宅の新築，建て替え，又は建売住
宅を購入した方に対する助成を行う。

第２子以降の子ども１人に対し１５歳
まで毎年分割支給（第２子５０万円，
第３子以降１００万円）し，子育て支援
を行う。

町の都市の将来像や土地利用の方
針を明らかにし，都市計画の指針とな
るものを策定する。

現設備は老朽化が著しいことから，防
災行政無線デジタル化への更新を実
施する。

＜主要課題＞
・企業誘致と雇用の確保
・人口減少防止対策

＜特色のある行政＞
・子育て支援施策の充実
・定住促進事業の推進
・フリフリグッパー健康体操，シルバーリハビリ体操の普及促進
・デマンド型乗合タクシー運行事業の展開
・日本ウェルネススポーツ大学との連携

※２　県平均のうち実質公債費率及び将来負担比率は加重平均，それ以外は単純平均

将来にわたる財政負担（D=A＋B-C) [21,420]

[7,710]

[15,219]

・普通会計に関する主な指標

[87.6]

財政力指数（平成２８年度） [0.699]

百万円

経常収支比率 ％

積立金現在高（C)

0.432

86.8


